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項目名

■ □ □

実績

評価者

松井まちづくりセンター長
吉川　泰央

項目名

■ □ □

実績

評価者

富岡まちづくりセンター長　鈴木　健

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　　佐藤　尊之

13,477千円

事業の目的及び具体的な内容

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

1.70 人
非常勤
特別職

1,200千円

会年職員

R1実績

1,252千円自治事務

R3目標

5,740人 262人
①4事業

②262人

952千円

法定受託事務 法定受託＋附加

Ｂ

松井
まち
づく
りセ
ン
ター

富岡
まち
づく
りセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先

R1予算現額

1,252千円

地域づくり支援事業への地域住民参加人数

目標設定の考え方・根拠

①地域づくり協議会の交付金対象事業数を基準とし
て、住民参加・人と人との絆・支え合う地域づくりへの
達成度を推し量るもの。
②地域づくり支援事業への参加人数を基準として、
協議会活動の趣旨普及や地域住民の理解の度合い
を推し量るもの。

R2決算額（見込み）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標値が未達成の理由・分析

R2年度に改善した点R1決算額 指標名

3,842人0.00 人

松井まちづくり協議会構成団体からの意
見聴取を主目的に開催していた「５部会会
議」について、新型コロナ禍の状況を考慮
して「提案書の提出」及び「役員会議にお
ける審議」方式に変更した。

昨年度、新型コロナウイルス感染症の影
響から松井まちづくり協議会主催・共催事
業の多くが中止となり、参加人数を指標と
した目標には遠く及ばなかった。今後、新
型コロナ禍の状況下でも実施可能な事業
方式について検討するとともに、指標の設
定方法についても再考していく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標

新型コロナウイルス感染症の影響により、松井
まちづくり協議会主催・共催事業の多くが中止と
なったため。

R2目標 R2実績

①地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数
②地域づくり支援事業への地
域住民の参加人数

5,677人

5,595人

R2正規職員
人件費

14,130千円 臨時職員

1.65 人

0.00 人

地域づくり支援事業

根拠法令 所沢市まちづくりセンター条例、

R2その他職員
従事割合

期間

　自治会・町内会をはじめとした松井地区内の各団
体で構成する「松井まちづくり協議会」への交付金
の交付等を通して、地域住民自身が地域課題の発
見とその解決を行うことにより、住民参加と協働を
促し、人と人との絆を大切にし、お互いに支え合う
地域づくりを進めることを目的とする。
その内容は、次のとおり
①地域づくり協議会活動への支援
②自治会・町内会等の地域コミュニティの支援
③まちづくり活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援
⑤地域情報の提供
⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調
整

0.00 人

Ｈ23～

489千円

R2予算現額

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

R2予算現額所沢市まちづくりセンター条例、

法定受託事務自治事務

R2正規職員
人件費

期間

R1目標

R2目標

法定受託＋附加 1,200千円

指標名

優先

12,000人

R1決算額

2.26 人

600千円

①地域住民の参加人数（支援
事業の延べ参加人数）
②地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数<交付
金の交付対象となった事業
数）

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2その他職員
従事割合

R2決算額（見込み）

1.45 人

①４３８人

②１事業

16,091千円

会年職員 1.35 人

・「地域づくり協議会」の活動を支援することが目
的のため、地域づくり支援事業への地域住民参
加人数を指標とする。

事業実施の可否については、地域づくり
協議会役員と協議する等、地域の意向を
踏まえて決定した。

R2目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウィルス感染症拡大により、事業が
実施できなかったことによる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

・地域づくり支援事業への地域住民参加人数

R2実績

6,069人

R1実績

12,600人

目標設定の考え方・根拠

Ｃ

事業実施にあたっては、新型コロナウイル
ス感染症防止策を徹底することにより、地
域住民が安心して参加できるように努める

新型コロナウィルス感染症防拡
大により、事業が実施できず、目
標が達成できなかった。感染防
止策を徹底することにより、実施
可能な事業を検討する必要があ
る。

R2年度に改善した点

非常勤
特別職

0.10 人

461千円

438人

13,230人

R3目標

18,785千円 臨時職員

1.97 人

法定受託事務 法定受託＋附加 1,023千円

H23～

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議
会活動支援交付金を交付するとともに、次の取組
を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤地
域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の
処理・連絡調整

地域づくり支援事業

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

R2目標値が未達成の理由・分析

R2年度に改善した点

969千円

①地域住民の参加人数

②地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数

指標名 目標設定の考え方・根拠

地域づくり支援事業への地域住民参加人数

R2決算額（見込み）

B

地域づくり協議会は、住民の参加と協働により
地域内の課題解決に向けた取り組みを行う組織
であり、その活動に対して交付金を交付してい
る。この交付金を活用して多くの住民参加によ
り、住民相互の親睦を図ると共に文化・福祉の
向上を目的としている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染拡大が収束されず、事業の
縮小、中止が余儀なくされたため(6事業中2事業
を中止した)。

R1その他職員
従事割合

小手
指ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額 R1決算額

559千円

R1目標 R1実績

750千円

非常勤
特別職

0.00 人 4500人 4330人1.70 人

R1正規職員
人件費

4520人 2810人

R3目標

会年職員

臨時職員

①2810人

②4事業

0.85 人
H23～

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

所沢市まちづくりセンター条例、

期間

優先 自治事務

事業の目的及び具体的な内容

コロナ禍において感染の疑いのある避難
者対応のため、健常者とは別の避難施設
への対応が必要とされることが想定される
ため、避難時における環境の改善のた
め、シュラフ、折り畳みベッド、エアーマット
を整備した。

地域づくり支援事業

根拠法令 R2予算現額

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議
会活動支援交付金を交付するとともに、次の取組
を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の
提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連
絡調整

1.60 人

住民相互の交流と親睦を図り、文化・福祉
の向上と豊かで安心して住める地域づくり
を目指していることから、住民参加の手法
等を見直しながら、より多くの参加が得ら
れるものとする必要がある。

R2その他職員
従事割合

14,130千円

4540人

0.40 人 R2目標 R2実績

R2正規職員
人件費

13,069千円

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

令和元年度より目標とする指標
を協議会事業への地域住民参
加人数に変更したところだが、2
年度は新型コロナウイルス感染
症の影響により、主催・共催事業
の多くが中止となった。よって数
値目標の達成はならなかった
が、役員会議等により次年度以
降の事業再開に向けた協議を継
続することはできた。

本事業は、協議会の主体的な活
動を支援するため、住民の理解
と協力を得ながら進める必要が
あり、効果が現れるには時間が
かかるものと考えている。2年度
は新型コロナウイルスの感染拡
大が収束されないため、事業の
縮小、中止を行ったが、今後に
おいても、その状況を見ながら、
協議会の事業運営の支援を行
い、地域住民に魅力的な事業を
展開し、より多くの住民参加を
図っていく必要がある。

１４．海の豊
かさを守ろう

１７．パート
ナーシップで
目標を達成
しよう

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

まちづくり協議会による諸
活動を通して、自治交流・
健康福祉・安心安全・環境
保全等々、地域づくりに資
する情報を住民に対して発
信した。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

３．すべての
人に健康と
福祉を

１１．住み続
けられるまち
づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成
しよう

　地域づくり支援事業の活
性化が魅力ある街づくりに
貢献できる。

どのように貢献したか

絆を大切にし、互いに助け
合う地域づくりを進めるた
め、地域の方々とのパート
ナーシップの向上が図られ
た
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所属
名称
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

山口まちづくりセンター　守谷
秀明

項目名

■ □ □

実績

評価者

吾妻まちづくりセンター長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

柳瀬まちづくりセンター長

1.45 人

R2予算現額

R2予算現額

R2正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

根拠法令

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

1.45 人

11,844千円

山口
まち
づく
りセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

所沢市まちづくりセンター条例、

優先

R1予算現額 目標設定の考え方・根拠

1,219千円

新型コロナ感染防止対策により、自主防災訓練
等が中止となり、参加人数が大幅に減少した。

19,866千円

R2年度に改善した点

12,000人 B

12,000人

R2決算額（見込み）

1,000千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

住民参加と協働による地域課題の解決並びに
安全・安心な地域づくりを進めるための事業を実
施する。

R2実績

1,225千円

R1決算額 指標名

コロナ禍が続くことを念頭に置き、今まで
以上に可能なことは何か判断しつつ、地
域づくり推進活動をしていく。

2,868人

会年職員

R2その他職員
従事割合

コロナ禍という今までなかった状況の中
で、感染防止を徹底させ、規模を縮小し事
業を実施するなど柔軟な対応をした。

0.00 人

1.13 人

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度あたり120万円を上限に地域づくり協議会
活動支援交付金を交付するとともに、次の取組み
を行う。①山口まちづくり協議会活動への支援②自
治会・町内会等の地域コミュニティの支援③まちづ
くり活動の人材育成④地域の公共的団体の育成・
支援⑤地域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の
要望等の処理・連絡調整

2.39 人

コロナ禍の中で事業縮小はやむ
を得ないものであった。しかし、こ
のような状況において、感染予
防対策をし工夫して事業を推進
したことは、今後の活動に繋がっ
ていくと感じる。

地域づくり支援事業

1,026千円

①地域住民の参加人数

②所沢市地域づくり協議会
　活動支援交付金対象事業
　数

③

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数

事業の目的及び具体的な内容 R2目標値が未達成の理由・分析

12,975人

①2,868人

②８事業

③
R3目標

12,000人

1.13 人

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

R1目標

H23～ 15,029千円

事業の種別

一
般

R1予算現額

R1実績

期間 1.84 人

R2目標臨時職員

優先

R1その他職員
従事割合

13千円

自治事務

65千円

臨時職員16,624千円

2.00 人

法定受託事務 法定受託＋附加

地域づくり支援事業

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

R1正規職員
人件費

H23～

期間 2.00 人

所沢市まちづくりセンター条例、

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

65千円

R2その他職員
従事割合

0.00 人

0.00 人

地域コミュニティの醸成を図るため、地域づくり協議会の
設立に向けた支援を行うとともに、自治会・町内会等の
地域コミュニティの支援や、地域づくりを担う人材の育
成、まちづくりセンターにおける地域情報の発信などの
地域づくりの支援に取り組む。
①地域づくり協議会の設立及び活動への支援②自治
会・町内会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動
の人材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域
情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・
連絡調整

R2正規職員
人件費

会年職員 0.00 人

目標設定の考え方・根拠

地域コミュニティ、公共団体等への支援及び地
域づくり協議会設立を目標とする。

R1決算額 指標名

R1目標

①公共団体の支援事業

②地域づくり協議会活動支援
交付金対象事業数

③地域づくり協議会の設立に
向けての会議開催数

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数

R2目標値が未達成の理由・分析

57千円

柳瀬
まち
づく
りセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

16,336千円

吾妻
まち
づく
りセ
ン
ター

実施計画ランク

優先

所沢市まちづくりセンター条例、

地域づくり支援事業

H28～ 6500

1,243千円

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

R1正規職員
人件費

12,052千円

法定受託事務自治事務

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う地域
づくりを推進するため、地域づくり協議会に対し、1年度
当たり85万円を上限に、地域づくり協議会活動支援交付
金を交付するとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内会等
の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提供
⑥地域防災 ⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

R2年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

所沢駅西口再開発事業、飯能所沢線第３工区等、
吾妻地区における開発事業による住民の安全対策
など地域の諸問題の解決に向け吾妻町内会連絡協
議会を中心に関係団体と検討を進めた。地域に特化
した情報を提供し、地域住民と情報を共有した。

　柳瀬地区にある遺産物件に標識を設置する
作業を進めた。また、交通の便が良くないこと
から、買い物に不便を生じている高齢者に対
しての買い物支援活動が広がり、運行バスを2
便に増便した。また、交通不便地域解消のた
めのコミュニティバスの運用について、令和4
年度の運行に向けて準備が進んだ。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2実績

R1実績

地域コミュニティ、公共団体等への支援事業に
ついては目標を達成している。なお、地域づくり
協議会設立に向け、吾妻町内会連絡協議会等
において協議を進めていく。

14,879人

17,622人
①20回

②0回

③0回

臨時職員

①地域住民の参加人数（支援
事業の延べ参加人数）
②地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数（交付
金の交付対象になった事業
数）

R2決算額（見込み）

17,200人

17,200人

R2目標

非常勤
特別職

R3目標

17,200人
所沢駅西口再開発事業、飯能所沢線第３
工区等、住民の安全対策など地域の諸問
題の解決に向けた更なる検討を進める。
地域づくり協議会設立に向け引き続き理
解を地域に求め支援を行う。

コロナ禍という状況もあったが、
地域コミュニティ、公共団体等へ
の支援事業、地域の課題解決に
向け、各種団体との連携強化を
進めた。地域住民の関心の高い
地域情報を引き続き提供した。
地域づくり協議会の設立につい
ては、引き続き、設立に向かう機
運の醸成を図っていきたい。

　まちづくり協議会における各部
会毎の活動が活発になり、具体
的な活動事例が増えてきた。こ
れはひとえに、部会ごとの活動
団体の連携や、問題意識の共有
が図られてきた結果からではな
いかと考える。今後は、他部会の
活動についても働きかけ、部会
を越えた横の繋がりを構築でき
るように努めていく。

A

R2年度に改善した点

　まちづくり協議会として、文化や伝統、更
に地域間のつながりを引き継げるよう、資
金面を含め支援し、住みよいまちづくりを
考えていく必要がある。

230

 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、予定
していた行事が中止となったため、達成できな
かった。

Ｂ

R1その他職員
従事割合

R2実績

法定受託＋附加

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数

10412

R2決算額（見込み）

6400

648千円895千円

R1目標

6500

R2目標

非常勤
特別職

目標設定の考え方・根拠

協議会に係る事業数を基準として、住民参加・
人と人との絆・支え合う地域づくりへの達成度を
推し量るもの。

R2その他職員
従事割合

0.40 人

①230人

②6事業

指標名

R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

R3目標

0.00 人

会年職員 0.40 人

R1決算額

1,244千円

根拠法令 R2予算現額

R1予算現額

３．すべての
人に健康と
福祉を

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

人と人との絆を大切にし、
互いに支え合い助け合う地
域づくりを推進した。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

地域に特化した情報を提
供し、地域住民と情報の共
有をした。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

地区内の価値ある歴史遺
産を認定し、標識の設置を
行った。
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

三ケ島まちづくりセンター長
三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

新所沢まちづくりセンター長　廣川美智代

項目名

■ □ □

実績

評価者

新所沢東まちづくりセンター長
足立　啓

法定受託事務

所沢市まちづくりセンター条例、

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議
会活動支援交付金を交付するとともに、次の取組
を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤地
域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の
処理・連絡調整

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

2.65 人

目標設定の考え方・根拠

①地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数
②地域づくり支援事業への地
域住民の参加人数

R2予算現額

2.75 人

R2その他職員
従事割合

R1決算額

①3事業

②920人

指標名

0.00 人

臨時職員

非常勤
特別職

0.00 人

会年職員 0.00 人

0.00 人

R1目標

100,000

R1決算額

会年職員

法定受託＋附加 1,202千円

R1予算現額 R1決算額

自治事務

R2決算額（見込み）

事業の種別

一
般

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

7,896千円

事業の目的及び具体的な内容

540千円

1,202千円法定受託事務

R1実績

R2目標 R2実績

①10事業

②737人

737人

5,000人

6,446人

R3目標

R1その他職員
従事割合

2.65 人

R2その他職員
従事割合

0.00 人

会年職員

臨時職員

1,053千円

1,251千円

R1正規職員
人件費

R2決算額（見込み）

R1予算現額

H23～

優先

R1正規職員
人件費

非常勤
特別職

2.75 人

自治事務 法定受託事務

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に交付する地域づく
り協議会活動支援交付金等を活用するとともに、次
の取組を行う。①地域づくり協議会活動への支援
②自治会・町内会等の地域コミュニティの支援③ま
ちづくり活動の人材育成④地域の公共的団体の育
成・支援⑤地域情報の提供⑥地域防災⑦地域住
民の要望等の処理・連絡調整 22,462千円

R2目標値が未達成の理由・分析

800千円

8,728

R1その他職員
従事割合

0.00 人

新型コロナウイルス感染拡大防止により多くの
事業が中止になったため。

0.00 人

R2決算額（見込み）

1,207千円

①３事業
②２,５３２人

臨時職員

地域づくり支援事業への地域住民参加人数

R3目標

920

100,000

R1目標

1,053千円

指標名

R1実績

R3目標

R2実績

①地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数
　
②地域づくり支援事業への地
域住民の参加人数

R2目標

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数

9,000人

9,000人

優先

新型コロナウイルス感染症対策を行いな
がら、地域ネットワークに対する市からの
交付金を活用して、地域課題解決に向け
た事業が実施できた。

地域づくり支援事業

根拠法令 R2予算現額

R2目標

地域コミュニティの充実度を図る指標として、第
６次総合計画の事業目標に掲げられていること
から設定。

R2その他職員
従事割合

R2目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルス感染症の影響により、予定
していた事業の多くが中止となり、参加人数が激
減した。

9,000人

540千円

R2正規職員
人件費

0.85 人

0.00 人

0.00 人

R1正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症の影
響により事業数ならびに参加者
人数が激減し、まちづくり協議会
の活動への周知や理解を図りず
らい状況であった。今後、まちづ
くり協議会を地域に浸透するた
めには、地域に密着した事業を
行い、活動内容等を広くPRする
とともに、まちづくり活動の人材
育成と、団体等への活動支援に
努めることが重要になる。

R2実績

22,858千円

800千円

R2年度に改善した点

2,532人

R1実績

0.95 人 32,687人
B

①地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数（交付
金の受給対象となった事業
数）
②地域住民の参加人数（支援
事業の延べ人数）

1,208千円

事業の目的及び具体的な内容

6,943千円

R1予算現額事業の種別

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数

R2正規職員
人件費

21,645千円

【目的】
人と人との絆を大切に、互いに支え合い助け合う地
域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対し、
１年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議会
活動支援交付金を交付するとともに、次の取組を
行う。
【内容】
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤地
域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の
処理・連絡調整

期間

地域づくり支援事業

根拠法令

一
般

法定受託＋附加

指標名

22,027千円

R2正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

事業の種別

一
般

地域づくり協議会への支援により、地域づくり協
議会の事業の充実がどれだけ進んだかを指標
とし、目標とする。

5,000人

所沢市まちづくりセンター条例、

新所
沢東
まち
づく
りセ
ン
ター

根拠法令

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

期間

実施計画ランク

優先

Ｈ23～

地域づくり支援事業

自治事務

B

新所沢東地区の住民が自分たちの「まち」を常
に見つめ直し、かつ幅広い年代の人たちが地域
活動の中で交流を深め、助け合い、安全・安心
な「まち」づくりを目指しているため、地域住民の
参加人数を指標とする。

R2目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

コロナウイルス感染予防対策により各種事業や
イベントが縮小及び中止となったため。

地域づくり協議会の主催事業の発展のた
めの助言を行った。

コロナウイルスにより多くのイベントが中
止となったが、実施した事業については、
感染症対策を徹底した。

引き続き、地域団体の自主性を尊重し、そ
の活動の側面支援を行っていく。

地域づくりについては、リーダー
の世代交代や、主体的に地域活
動に参加する住民を継続的に増
やしていく必要があるなど対応す
べき課題が幅広く、かつ長期的
である。単年度の目標達成がす
なわち目的達成とならないことに
留意し、本事業を発展させたい。

自治会加入率の低下及び、自治会に加入
しない若い世代が増えている。また、三ケ
島まちづくり協議会の活動に対する周知
のため、広報紙を通じて、魅力のある自治
会活動をPRしていく。

R2年度に改善した点

令和2年度はコロナウイルス感染
症により、多くのイベントが中止
となり、人々の交流が思うように
できなった。しかし、コロナ禍にお
いても、しっかりとした対策を講じ
ることで実施可能なイベントはあ
るので、今後はそういったものを
検討し、地域における交流を継
続していく必要がある。

R2予算現額

R1目標

11,000

Ｂ

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

法定受託＋附加 1,253千円

新所
沢ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク

期間

実施計画ランク

5,000人

しんとこイーストネットの地域団体の活動
をはじめ、新所沢東地区の様々な情報を
発信することにより、幅広い年代の人たち
が交流を深めらるよう更なる支援を行って
いく。
また、イベント開催時にはコロナ対策を徹
底する。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成
しよう

どのように貢献したか

地域の様々な団体との協
働により、まちづくり推進に
向けた活動に貢献した。

３．すべての
人に健康と
福祉を

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

コロナ禍という特殊状況の
中、令和元年度より継続す
る「駅前噴水イルミネーショ
ン」を実施し、多くの方々か
ら喜ばれた。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

コロナ禍においてできる範
囲で事業を実施し、地域住
民の交流を図った。

H23～

三ケ
島ま
ちづ
くりセ
ン
ター
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢まちづくりセンター長　金子
敦

項目名

■ □ □

実績

評価者

並木まちづくりセンター長　川原　利和

所沢市まちづくりセンター条例、

法定受託事務 法定受託＋附加

新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため、参加人数の見込め
る自主事業や後援事業が中止と
なったが、参加人数を絞って席
の間隔を空ける等の対策を取っ
た上での講演会開催や広報紙の
発行を行い、地域の課題の共有
化や情報発信等を図ることがで
きた。

期間 1.50 人

1.90 人

1,230千円
所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

11,221千円

会年職員 0.00 人

協議会構成員自らが、地区内２ヶ所の大
規模店舗において協議会作成のｴｺﾊﾞｯｸを
配付した。プラスチック削減キャンペーン
の実施により、地域住民の環境意識の向
上を促進し、協議会の認知度を高めること
ができた。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルス感染症対策のため、後援事
業が中止となってしまったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

地域の住民と共に課題を共有し、解決策
を見出すことで住みやすい地域づくりに繋
げていく。今後も自主的な活動が推進でき
るよう組織を整えていく。

8,300人

R3目標

非常勤
特別職

新型コロナウイルス感染症の発病により感染拡
大を防止するため、各種事業や行事が中止と
なったためである。

多くの地域住民が参加できる等、地域づくりの一
助となる事業を行う。

R1その他職員
従事割合

①8事業

②1,797人

R2目標

1,017千円

8,300人

R2決算額（見込み）

R1決算額 指標名

0.00 人

①地域づくり協議会活動支援
交付金交付の対象事業
②地域づくり支援事業への地
域住民の参加人数

R2実績

15,519千円

7,935人

目標設定の考え方・根拠 R2年度に改善した点

臨時職員

Ｂ

R2実績

0.00 人

R2その他職員
従事割合

8,300人 1,797人

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数

R2予算現額

0.00 人

21,300人

R2目標

地域づくり協議会の構成団体から現状で
の課題や今後の活動に向けた意見抽出
のための調査を実施して、今後の活動や
事業計画の基本的資料として構成団体で
共有した。

R1目標 R1実績 R2目標値が未達成の理由・分析

①支援事業への地域住民の
参加人数

②地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数

③

R2年度に改善した点新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため各団体が活動自粛を
余儀なくされた中で、令和元年度
設立した地域づくり協議会におい
ては、地域情報提供のためのPR
冊子「市制施行70周年記念誌
所沢地区はこんな街！」を作成
し、地区内の家庭や小中学校児
童・生徒などに配布を行なった。
また、構成団体より課題等意識
調査を実施した結果、関心の高
かった防災について、防災備品
整備支援事業として町内会・町
会へ防災備品整備にかかる費用
の一部補助を順次行っている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み22,692人

10,280人21,350人

目標設定の考え方・根拠

引き続き地域づくり協議会の活動を支援・
周知することで地域住民へ認知度を高め
る。一方、地域の課題及び各構成団体の
課題をそれぞれが共有しながら、その解
決に向けた活動及び運営について支援し
ていく。

R3目標

Ｂ

地域づくりを推進するために、地域組織の活性
化を図ることを目的として、公共的団体の実施す
る事業への地域住民の参加人数を指標とする。

21,400人

非常勤
特別職

0.00 人

①10,280人

②２事業

③

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数

実施計画ランク 指標名R1決算額

一
般

R1予算現額

法定受託事務

事業の種別

一
般

自治事務

R1予算現額

830千円

15,793千円

根拠法令

12,252千円

R2正規職員
人件費

1,845千円

会年職員

2,037千円

R1正規職員
人件費

1.90 人

事業の種別

法定受託＋附加

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議
会活動支援交付金を交付するとともに、次の取組
を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の
提供

優先 自治事務 1,029千円

R2予算現額

R2正規職員
人件費

所沢市まちづくりセンター条例、

R1正規職員
人件費

1.35 人

実施計画ランク

期間

優先

H23～

地域づくり支援事業

地域づくり支援事業
事業の目的及び具体的な内容

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会等地
域団体の支援を行うとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会の活動への支援②自治会・町
内会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動
の人材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤
地域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等
の処理・連絡調整

Ｈ23～

所沢
まち
づく
りセ
ン
ター

３．すべての
人に健康と
福祉を

１１．住み続
けられるまち
づくりを

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

地域づくり協議会の活動を
通じて、地域の紹介や地域
住民の安全・安心な街づく
りを支援した。

３．すべての
人に健康と
福祉を

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

地域住民にとっての安心
安全、健康維持、生きがい
等の向上に寄与した。

R2決算額（見込み）

1,052千円

R1その他職員
従事割合

R2その他職員
従事割合

829千円

0.00 人

臨時職員

並木
まち
づく
りセ
ン
ター
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

防犯交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　田中　廣美

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　田中　廣美

建設や修繕等に関する相談が多数寄せら
れていることから、自治会・町内会へ聞き
取りを行う中で、各集会施設の現況を確
認するとともに、準備状況や緊急性、重要
性などを踏まえて、柔軟な対応を行うとと
もに、集会施設台帳の更新に着手した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

自治会・町内会が管理する集会施設の多
くは、建設からの時間経過が大きく、老朽
化の声も多数寄せられているため補助金
の助成要望が増加することが見込まれ
る。そのため他自治体の事例や国や県の
補助金制度等を参考に効果的な助成方
法について研究していくとともに、再交付
の除斥期間短縮など要綱の見直しも合わ
せて検討していく。

最優先 自治事務 法定受託事務

根拠法令

客引き行為等を禁止することで、市民等が安心して
通行することができる快適な環境を確保するととも
に、健全な事業活動の発展に寄与することを目的
とする。
①市職員や委託警備員による巡回警備・指導を行
う
②事業者や市民等に対して、条例の目的や禁止行
為等を広く周知啓発する

事業の目的及び具体的な内容

5,874千円

R1その他職員
従事割合

0.00 人

事業の種別

一
般

R1予算現額

会年職員 0.00 人

指標名

0千円

R1決算額

①口頭指導件数

②書面指導件数

プロペ通りにおける客引き行為等に対する市長
への手紙による苦情の件数

R2予算現額 R2決算額（見込み）

R1正規職員
人件費

R1目標

8,039千円

R2目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

0
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2実績

9 路上での客引きに対する巡回指導を継続
するとともに、地元商店会や自治会・町内
会による活動を積極的に支援する

条例の目的を達成するために市
職員及び委託警備員による巡回
指導を行った結果、条例全面施
行後の市長への手紙による苦情
件数は１件であった。
今後もこの効果を維持するため
に活動を継続していく

R2年度に改善した点

客引き行為等で通行の支障や迷惑を被り、ま
た、恐怖を感じるなどした市民等が市へ意見を
伝える手段の一つとして市長への手紙があるこ
とから、この件数を指標とする。

8,413千円 10

令和2年度開始

R1実績

目標設定の考え方・根拠

Ａ

R2正規職員
人件費

1.03 人 R3目標

0

0千円

16

臨時職員

0.00 人

R2その他職員
従事割合

0.00 人
①301

②29

※R2年度は10/1以降の6か
月間の数値

R2目標

非常勤
特別職

法定受託事務 法定受託＋附加

0.00 人

①自治会・町内会応援団
　（派遣のべ人数・派遣会場）
②加入促進パンフレット付属
のはがき、電話等での自治会
問い合わせ件数

臨時職員

会年職員

R2予算現額

R1その他職員
従事割合

R1正規職員
人件費

2.06 人

0.00 人

58,405千円

1.35 人

新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め、市ホームページに書面表決の方法
や、集会施設の利用、回覧についての注
意事項を掲載するとともに一時的に行政
回覧を中止にした。

R1決算額

57,048千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2目標 R2実績

R1目標

加入率の分母となる市全体の世帯数は増
加し続ける一方で、加入世帯が減少する
と大幅に加入率が下がってしまうことか
ら、引き続き、自治会・町内会の重要性に
ついて幅広く浸透していくように事業を継
続する。98,100 世帯

指標名 目標設定の考え方・根拠

イベント等での働きかけが難しい
中、転入者や不動産事業者への
働きかけのほかに、自治会・町
内会への参加や加入につながる
新たな取り組みを検討する必要
がある。引き続き、自治会・町内
会の重要性の周知に努める。

R1実績

96,973世帯

自治会・町内会への加入と参加の促進及び活
動を支援することで得られる結果が自治会加入
世帯数

自治会加入世帯数

B
97,900 世帯

R2目標値が未達成の理由・分析

R3目標

R2年度に改善した点

98,026 世帯

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

R1目標
R1その他職員
従事割合

9,496千円

R2決算額（見込み）

11,027千円

平成27年度から昨年度までは、平均約200世帯
ずつ増加していたが、令和2年度に約1000世帯
減少となった。コロナ禍で加入促進活動が思うよ
うにできなかったことが原因と考えられる。

事業の種別

一
般

R1予算現額

0.00 人

R1決算額

非常勤
特別職

5件

11,500千円

①0人・0会場（事業中止のた
め）

②43件

指標名

R1実績

一
般

9,590千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

98,000 世帯

非常勤
特別職

0.00 人

補助対象事業数

法定受託＋附加
①集会施設建設事業
　（※増改築を含む）

②集会施設修繕事業

③集会施設緊急修繕事業

地域住民の心のふれあいや交流の場、活動の拠
点となる集会施設の建設や修繕などに補助金の交
付を行い、あらたになった集会施設により、これま
で以上に地域が一体となり、安全で安心して住み
続けることができるまちづくり、地域課題の把握や
解決、自主的なコミュニティ活動が活発に行われる
ことを目的に支援する。

R2実績

5件 5件

4件

根拠法令

0.65 人

①0件

②5件

③0件

5件

5,403千円

R3目標

R2正規職員
人件費

0.68 人

R2その他職員
従事割合

5,554千円
会年職員 0.00 人

実施計画ランク

地域
づく
り推
進課

地域
づく
り推
進課

所沢市地域がつながる元気な自治会等応援条例 59,686千円

10,500千円

R2予算現額

自治事務

事業の種別

コミュニティ活動推進
事業

期間

事業の目的及び具体的な内容

自治事務

期間

法定受託事務

自治会等応援事業

所沢市コミュニティ活動推進事業実施要綱・所沢市
コミュニティ活動推進事業補助金交付要綱　他

根拠法令

R2～

所沢市客引き行為等の禁止に関する条例

―

実施計画ランク

所沢市客引き対策事
業

「所沢市地域がつながる元気な自治会等応援条
例」に基づき、市が自治会・町内会への加入・参加
の促進活動と自治会・町内会活動の支援を実施す
るもの。
自治会等・町内会への加入・参加を呼びかけるパ
ンフレットを作成し、主に転入者へ配布することで
周知啓発を行う。また、自治会・町内会が行う夏祭
りへ市の職員をボランティアスタッフ（自治会・町内
会応援団）として派遣することでその活動を支援す
る。

17,123千円

法定受託＋附加

60,290千円

R1予算現額

A

目標設定の考え方・根拠

修繕の相談から実施までに年数
がかかるという課題はあるが、潤
沢とは言えない自治会・町内会
の予算規模から、集会施設の建
設・修繕に対する補助は重要で
ある。
要望も多い状況ではあるが、修
繕について概ね自治会・町内会
の計画どおり実施できた。

補助金の交付対象となる団体数

R2目標値が未達成の理由・分析

R2年度に改善した点

優先

期間

S56～

H3～

防犯
交通
安全
課

実施計画ランク

目標達成済

R2目標

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

歩きやすいプロペ通りや、
客を横取りされない環境づ
くりに貢献した

１７．パート
ナーシップで
目標を達成
しよう

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

自治会・町内会を支援する
ことで、地域コミュニティの
醸成に貢献した。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成
しよう

どのように貢献したか

地域活動の拠点整備を通
して、地域コミュニティの醸
成と住みやすい環境整備
へ貢献した。

0千円

R2決算額（見込み）

臨時職員 0.00 人
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事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R2)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　田中　廣美

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　田中　廣美

期間

H21～ 11,435千円

市民による自主的で公益性のある活動を支援、促
進する。主な活動は①ミーティングコーナー・印刷
機等の貸出やパンフレット等の配架による情報提
供による登録団体の支援②市民活動支援講座、登
録団体との協働による事業の実施及び地縁型コ
ミュニティとテーマ型コミュニティとの連携に向けた
環境整備の促進③市民活動総合補償制度により
市民の公益的な活動等における事故を補償④アダ
プト・プログラム制度の周知・啓発⑤市ホームペー
ジ、市民活動支援システム、フェイスブック、季刊誌
を通じて情報提供や周知・啓発

0.00 人 3,520 人 3,201 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

954人

1.40 人

会年職員 2.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

11,554千円 臨時職員 3.00 人

954人
①954人

②0人

③0人

R2目標 R2実績

市民活動支援講座の開催等を通じて、引
き続きＮＰＯやボランティア団体等（テーマ
型コミュニティ）と、自治会・町内会（地縁型
コミュニティ）の連携を図っていく。

1.39 人
非常勤
特別職

10,900千円 8,702千円

市民活動支援センターの利用
者数
①ミーティングルーム等の設
備の利用者数
②主催事業の来場者数
③市民活動支援講座の参加
者数

法定受託＋附加 10,008千円

R2予算現額

8,757千円

R2目標値が未達成の理由・分析

C

3,580 人

目標設定の考え方・根拠指標名

指標名の「市民活動支援センターの利用者数」
は、ミーティングコーナー等の設備の利用者数
の他、主催事業の来場者数も含んでいる。
目標値が未達成であった理由は、新型コロナウ
イルスの影響により、閉館や開館時間の短縮が
行われたこと、利用人数を通常の半分以下に制
限したことが挙げられる。その他、主催事業及び
市民活動支援講座が開催できなかったためであ
る。

3,550 人

R3目標

R1実績

新型コロナウイルスの影響によ
り、目標に対する実績には隔たり
があるものの、市民活動支援シ
ステム（トコろんWeb）のアクセス
件数は令和元年度同様15万件
を超えており、また、支援セン
ターの登録団体数は、コロナ禍
においても維持している。さら
に、アダプト・プログラムの登録
団体は、5団体増加となってい
る。
こうしたことから、市民活動に関
する情報発信や、支援センター
の周知等の効果は一定程度得ら
れていると判断する。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2決算額（見込み）

R1決算額 R2年度に改善した点

市民活動支援センターの利用者数
市民活動の支援、促進を図ることが事業目的で
あることから、市民活動支援センターの利用者
数を指標とした。

コロナ禍でも安心して利用できるように
ミーティングコーナーの使用ガイドラインを
設け、感染防止を徹底した。また、館内に
は消毒液を配置し、利用後の机・椅子等
の消毒を徹底した。

R1目標地域
づく
り推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般市民活動支援事業

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

所沢市市民活動支援センター条例・所沢市市民活
動総合補償制度取扱要綱ほか

法定受託事務重要 自治事務

S55～ 14,866千円 20万人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R1予算現額

期間 1.82 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

18,120千円 臨時職員 1.00 人

①23名

②0団体（開催中止のため）

③0人（開催中止のため）

2.18 人

R2目標

25万人

R2実績

－

地域
づく
り推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容
R1正規職員
人件費

所沢市民フェスティバル補助金交付要綱

市民フェスティバル
開催支援事業

自治事務 法定受託事務

根拠法令 R2予算現額

8,611千円8,661千円
市民フェスティバルは、市民の心のふれあいや
連帯感を高めること、所沢の魅力を発信すること
を目的としている。指標は過去の開催の来場者
数をもとに算出している。

R2目標値が未達成の理由・分析

25万人

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点か
ら、市民フェスティバル実行委員会において令和
2年度の 開催中止を決定したことから、目標は
未達成となった。

25万人

R2決算額（見込み）

0人（開催中止のた
め）

0.00 人

優先 法定受託＋附加

市民フェスティバルは、市の関係部署、関
係団体も多数参加する市内最大級のイベ
ントである。しかしながら、設営・警備業者
の人件費や設営費用等の高騰により、財
政的な課題を抱えている。この課題の解
決のため、イベントの開催方法、市内で開
催される他イベントとの関係について、実
行委員会として引き続き検討していく。

指標名 目標設定の考え方・根拠

来場者数

R2年度に改善した点

市民フェスティバルは中止となったが、市
民の心のふれあいや連帯感を高めるこ
と、所沢の魅力を発信するという目的を達
成するため、様々なツールを活用したPR
を行った。さらに、財政課題、運営・開催方
法について実行委員会で検討を行なっ
た。R1目標

新型コロナウイルス感染症拡大
防止の観点から、市民フェスティ
バル実行委員会において令和2
年度の 開催中止を決定した。
今後の新型コロナウイルス感染
症の状況、国や県によるイベント
開催方法の動向を注視し、安心・
安全な開催が可能となるよう支
援を行っていきたい。

R3目標

1,872千円

R1実績

1,847千円

①実行委員数

②参加団体数

③来場者数
R1その他職員
従事割合

所沢市最大級のイベントである市民フェスティバル
は、実行委員会の運営により、来場者や出展者の
心のふれあいやコミュニティの醸成を図るための場
の提供により、所沢市の様々な魅力を発信する参
加型イベントとして開催している。市は、その開催
支援として運営費の一部を補助金として交付すると
ともに、実行委員会の事務局となり、事業の円滑な
推進を図っている。それにより、市の関係部署、関
係団体が多数参加するイベントとして、他に類を見
ない事業に発展した。

会年職員 1.00 人

１２．つくる責
任　つかう責

任

１４．海の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

R1の開催では、プラスチッ
ク製品を使用せず紙などで
代用するイベントの先駆け
となり、その後の市の他イ
ベントを牽引するイベントと
なった。

１７．パート
ナーシップで
目標を達成
しよう

どのように貢献したか

市民活動支援センター内に設
置しているミーティングコー
ナーは、コロナ禍においても
打合せや相談事業等で役立
てられ、市民団体の活動に貢
献している。

非常勤
特別職

R1決算額


